
〒

## ## ##

～ 箇年度)

##

##

t （ ) t （ ）

指標の状況

年度

番号

①

20%以上

生産数量（千t）

目標年度

ｔCO2

温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容

目標
区分

ｔCO2

●車両台数（②該当の場合）

元工場等の名称

（原単位基準
の削減目標を
選択した場合
に記入）

（法人にあっては名称）

基準年度（令和

排出量

基準年度（令和温室効果ガス 元

35,830

708-0841

本票作成

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

岡山県津山市川崎２００番地１

部署名：

氏
　
名

住
　
所

製造部

大成製紙株式会社

岡山県津山市川崎２００番地１

所

34,340

5239

ベンチマーク

【目標削減率設定の基本的な考え方】
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達成率(%)年度）

原単位当たり排出量

5%未満20～15% 15～10%

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

台）

③CO2換算3,000t以上①燃料等原油換算1,500kℓ以上

（●工場等の数

削減目標

年度

いずれか
を選択

計画期間

総排出量基準

令和

10～5%

％

2令和 (

別紙

温室効果ガス排出削減計画

県内の
主　な
工場等

所　　在　　地工場等の名称

業種名：14主たる業種

事業の
概　要

番号

段ﾎﾞｰﾙ原紙･衛生用紙(ﾃｨｼｭｰ･ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ)製造業、生産数量108,582t/年、
従業員数143名、社用車2台、ﾄﾗｯｸ4台、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ16台、ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞｰ1台、ｼｮﾍﾞﾙﾛｰﾀﾞｰ1台

パルプ・紙・紙加工品製造業
分類

コード

① 大成製紙株式会社

原単位(温室効果ｶﾞｽ排出量/生産数量)で算出し、令和元年度対比3.0％削減を目標にしています。
前5箇年に蒸気駆動ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰの導入や継続した省ｴﾈﾙｷﾞｰの取組を進め、当社としてはｴﾈﾙｷﾞｰ使用量の
削減が進められたと感じています。
令和2年度以降も継続して設備改善と省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進によってｴﾈﾙｷﾞｰ使用量を削減し、温室効果ｶﾞｽ排出
量低減に努めていきます。



【その他特記事項】

　 無

代表取締役社長を責任者とした管理体制のもと、ISO14001などを通じ、省ｴﾈﾙｷﾞｰを推進しています。
設備投資･操業改善によりｴﾈﾙｷﾞｰ使用量削減を進め、省ｴﾈﾙｷﾞｰに関する討議も実施し、電力･蒸気･ｴｱｰ
低減(製造品種による製造ﾗｲﾝの機器停止、ｴｱｰ使用箇所の見直し、漏れ箇所の補修改善、蒸気配管の
保温など）を継続しています。

【目標削減率達成のための推進体制】

【計画期間中に目標削減率を達成するために実施する措置】

工場等の名称 取組内容

・ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ設置による燃料転換(重油→木質燃料)
・蒸気駆動ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ導入による電力量低減
・家庭紙熱風発生装置燃料転換(灯油→LNG)
・高効率電動機採用による電力量低減
・LED照明設備導入による電力量低減
・工場内ｴﾈﾙｷﾞｰ管理ｼｽﾃﾑ導入による電力量低減
・製造ﾗｲﾝ見直しによる付帯設備停止、電力量低減
・工場内省ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾟﾄﾛｰﾙ実施による設備改修
・電動機ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ化による電力量低減

【森林保全等吸収源対策への取組計画】

大成製紙株式会社

その他

その他

県内で
の取組

県内で
の取組

【再生可能エネルギーの導入計画】

　 無

　 無

　 無

・LED照明設備導入による電力量低減
・ｴｱｺﾝ更新
・ﾙｰﾂﾌﾞﾛﾜ更新
・製造ﾗｲﾝ見直しによる付帯設備停止、電力量低減
・工場内省ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾟﾄﾛｰﾙ実施による設備改修
・電動機ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ化による電力量低減

工場等の名称 措置内容

大成製紙株式会社

【排出量削減のためのこれまでの主な取組】


